
備　　考

【持続的発展に関する目標】

・人口に関する目標：令和７年の人口８，９９３人
町民課

１０，３３２人 表１－１「人口の見通し」
R３年　９，８１５人を上回っている

２　移住・定住・地域間交流の促進、人材育成

（１）移住・定住・地域間交流の促進

　・移住相談者数：５年間で５０人以上 １３組１６人

　・新築住宅建設補助金及び中古住宅取得補助金の移住者特例該当者
　　：５年間で１０人以上

７人 新築　４人、中古　３人

（２）男女共同参画社会の推進

　・審議会等における女性委員の割合：２０％以上 １３．８％ 審議会等委員１６０人、内女性２２人

　・講座開催：年１回以上 １回 R４年３月６日開催

（３）国際化への対応推進

　・外国人への情報提供：日本語が話せなくても一定の情報が得られる環境を作る 町HP：英語・中国語・韓国語に対応

ＡＬＴ（外国語指導助手）：２名体制 ALTを管内小中学校へ派遣。幼稚園、保育園から
依頼があった場合もＡＬＴを派遣し、幼少の頃から
外国語に親しむ環境を構築している。

　・観光パンフレット等の多言語化：外国語版のあるパンフレット３件以上 水産商工観光課 実績なし

３　産業の振興

（１）農林業の振興

　・新規就農者数：３人以上 ０人

　・スマート農業導入農家数：１経営体 実績なし

　・スマート農業への取組戸数：取組戸数５戸 実績なし

　・子牛の年間出産頭数：親牛の頭数の概ね８割 ８０．６％ 成牛１２４頭に対し、子牛１００頭を出産

（２）水産業の振興

　・漁獲金額：７０億円を安定的維持 ７９．３億円 R３年１月～１２月

　・水産加工生産高：５０億円を達成 ４５．５億円 R２年度

　・漁業後継者の就業支援者数：２０人 実績なし

　・新企画商品の開発：１０件 実績なし

　・「養殖ホタテガイ水揚げ日本一のまち」から「養殖ホタテガイのまちづくり日本一のまち」へ
　　 ：養殖ホタテガイ水揚げ日本一を持続しながら
　　　①漁業後継者対策強化、②漁業生産基盤の充実、③地産地消の促進、
　　　④管理型漁業の推進、を掲げ「養殖ホタテガイのまちづくり日本一のまち」へ取り組む

③ご当地レストラン「ホタテ一番」の運営
③学校給食での利用

（３）商工業の振興

　・企業誘致件数：１件以上 企画政策課 実績なし

　・県内ナンバーワンの消費者サービス顧客満足度：５０％ 顧客満足度調査未実施

　・県内ナンバーワンの商店街の環境整備満足度：５０％ 環境整備満足度調査未実施

（４）観光の振興

　・ハクチョウのまち再生事業フォトコンテスト出展数：５年間で５００枚以上 １３７点

　・ハクチョウボランティアガイド養成者数：５年間で５人以上 ５人

　・観光入込客数：３０万人 １４４，５０６人 R３年４月～１２月

　・外国人観光入込客数：１万人 ０人

　・観光客宿泊客数：５，０００人 ５，１９４人 R３年４月～１２月

　・新規観光プログラム：５件 実績なし

　・夏泊半島リゾート計画の推進
　 ： 「夏泊半島リゾート」を全国から観光客が訪れる観光名所とするため、①「椿山・大島
　　　エリア」の整備、②「夜越山森林公園エリア」の整備、③「ほたて広場エリア」の整備、
　　　④情報発信の強化、⑤利便性の向上を掲げ、計画を推進する

①椿山のWi-Fi整備
①みんなのトイレ完成
②スキー場コース図の更新
②ボルダリング修繕

４　地域における情報化

（１）高度情報システムの充実

　・超高速ブロードバンドの世帯カバー率：１００％ 企画政策課 １００％

　・「あおもりＩＣＴ利活用推進プラン」に基づくＩＣＴの推進
　　：官民データの利活用を含めたオープンデータの推進及びオンライン手続きの導入
　　　などによるＩＣＴ利活用の推進

総務課

・青い森オープンデータカタログ：２０５件
・オンライン手続き：２件

平内町含むデータ有り
下水道入札手続き、健康診断申込手続き

５　交通施設の整備、交通手段の確保

（１）交通施設の整備

　・橋梁施設等長寿命化計画の進捗率：８０％ 地域整備課 ４４．２％ 計画より若干の遅延あり

（２）交通手段の確保

　・町民バスの路線数確保：７路線 ７路線

　・町民一人当たりの町民バス年間平均利用回数：８．０回 ６．５回 新型コロナウイルスワクチン接種が進み、感染者
数の減少、収束が一時的に見られたものの、青森
県独自の緊急対策等によるイベント中止等に伴う
外出控え等が影響しているものと思われる。

６　生活環境の整備

（１）快適な生活環境の整備

　・重要給水施設耐震化率：５０％ ３４．８％ 計画より若干の遅延あり

　・公共下水道整備率：１００％ ７３．９％ 計画通り進捗

（２）ごみ処理対策の推進

　・ごみ排出抑制による環境への負荷低減 ： ごみ排出の減量強化 ・可燃ごみ（家庭系）：前年比９０ｔ減
・可燃ごみ（事業系）：前年比１，０４０ｔ増
・不燃ごみ及び粗大ごみ（家庭系）
　：前年比５８ｔ増

２，３７３ｔ
３，０４８ｔ
３１９ｔ

　・資源ごみ（容器包装プラスチック）の収集強化：年間３０ｔ ３２．６９ｔ

（３）消防・防災体制の充実

　・自助・共助・公助による地域防災体制の強化
　　：全地域に自主防災組織を設置し、防災力の強化をめざす

２１組織

　・防火対象物の把握 ： すべての防火対象物を実態調査により把握 ２８施設 防火対象物定期点検実施箇所

　・自主防災組織率の向上：全地域で組織化 ２１組織

　・住宅火災警報器の設置率：全国平均を上回る９０％

消防署

７７％

（４）交通安全・防犯対策の充実

　・交通事故発生件数：件数の減少（現状年間１９件） １４件 R２年度

　・交通安全の啓発活動推進 ： 春・夏・秋の交通安全運動活動を継続実施 交通安全運動期間中に防災無線にて啓発の放送
を実施。

（５）計画的な土地利用の推進

　・未利用地の利活用方法の検討：未利用地の計画的な利活用、財産処分などを行う 新規土地有償貸与：４件

　・未利用地の数：すべての未利用地の解消 売却：４件 旧土屋小学校跡地３件、旧法定外水路１件

７　子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（１）子育て環境の確保

　・合計特殊出生率：直近統計値（H２０～２４年）１．４７よりも増加 １．４０（０．０７減） H２５～２９年統計値、人口動態統計より

　・出生数：平成３０年度５７人よりも増加 ４４人（１３人減） 東地方保健所出生死亡小票より

　・子育て世代包括支援センター
　　：相談機能のほか、すこやかマタニティサークル、マンマケア、産後宿泊ケア事業、
　　　助産師訪問を継続実施

・妊産婦・乳児訪問：１１件
・すこやかマタニティサークル：１０回
　（内１回オンライン）
・マンマケア：９件
・産後宿泊ケア：利用なし

ケースのニーズに合わせ青森県助産師会と連携
しながら事業を進めていく。

令和３年度

達成状況
目　標 担当課

企画政策課

総務課

総務課

農政課

青年等就農計画制度利用者（５年間利用可能）R
元年度認定 ３人

水産商工観光課

水産商工観光課
新型コロナウイルス感染症関連で、プレミアム商
品券事業を実施

生涯学習課

水産商工観光課

企画政策課

地域整備課

町民課

総務課

町民課

総務課

健康増進課



備　　考

令和３年度

達成状況
目　標 担当課

（２）高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

　・平均寿命：全国平均との差を男１．５歳、女０．４歳まで改善する
　　（平成２７年度　男３．２歳、女１．６歳）

健康増進課

― 現在の最新データはH２７年度版
５年ごとに公表。R２年分がR５年４月に公表される
予定。
平均寿命アップにむけ、検診事業、健康教育、訪
問指導等健康増進事業を強化しながら継続して
実施していく。

　・住民主体の通いの場の実施個所数：１０か所

福祉介護課

３か所

８　医療の確保

（１）保健・医療・福祉の充実

　・平均寿命の延伸と医療費の適正化：医療費を県内市町村の平均値まで改善する

健康増進課

１人当たり医療費（入院＋入院外＋歯科＋調
剤）：
　３７１，７３２円（県平均３５３，７６３円）
県平均比＋１７，９６９円（約５．１％）

R２年度法定報告値
新型コロナウイルス蔓延による影響から、受診控
えなど医療費が減少傾向にあるものの、依然とし
て、県平均水準に達することはできず、引き続き、
国保資格の適正化とともに、保健事業との連携に
よって早期予防・早期発見・早期治療の啓発等を
おこなうことで、医療費の適正化を推進していく必

　・地域包括ケアシステム：地域資源の開発、地域づくり

福祉介護課

協議中 資源開発、地域づくりのための地域課題を抽出す
るため、月１回会議を開催していたが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の影響により、会議が中止さ
れるなど、作業が滞っている。

　・特定健診受診率：６０％ ４３．０％ R２年度法定報告値
新型コロナウイルス蔓延による影響等などから、
目標には届いていない状況である。引き続き未受
診者への受診勧奨など必要な対策を進めていくこ
ととしている。

　・特定保健指導実施率：６０％ ６１．０％ R２年度法定報告値
目標を達成している状況にある。引き続き、実施
率の維持や向上に努めていくこととしている。

　・地域資源の開発、地域づくり：地域住民が支え合う地域共生社会の実現

福祉介護課

「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制
構築支援事業（国庫補助事業）」のうち、重層的支
援体制整備事業への移行準備作業を実施

多機関協働や地域住民・ボランティアとの協働の
ほか、様々なニーズに対する社会資源の創造・開
発に取り組んでいる。

９　教育の振興

（１）教育環境の充実

　・全国学力学習状況調査・青森県学習状況調査
　　：小・中学校で継続して全国、県平均以上をめざす

＜全国学力学習状況調査＞
平均正答率において、小学校は、全国平均を上
回り、県平均と同率。中学校においては全国平
均、県平均を上回っている。

＜青森県学習状況調査＞
小学校は４教科(国語、算数、理科、社会)すべて
の正答率が県平均を下回っている。
中学校においては５教科のうち国語、数学におい
て県平均を下回り、英語においては県平均と同
率、理科、社会については上回っている。

＜全国学力学習状況調査＞２科目
（小学校国語・算数、中学校　国語・算数）
【小学校】　町７０．０　 国６７．５　 県７０．０
【中学校】　町６４．５　 国６０．９ 　県６１．０　

＜青森県学習状況調査＞
【小学校】　国語　町５８　　県６２　　
           　  算数　町４７　　県５０　　　　　　 
　　　　　 　 理科　町５２　　県５７　　
　　　　　 　 社会　町５９　　県６３　　

【中学校】　国語　町６１　　県６６　　
　・学校ＩＣＴの環境整備
　　：新しい国のＧＩＧＡスクール構想の達成をめざし、学力向上の一助とする

管内小中学校１人１台端末の整備を完了 デジタル教科書、ドリル教材等を導入しＩＣＴを活
用した授業を積極的に実施。
また、学校休校時もタブレット端末を活用しオンラ
イン授業等を実施。

　・いじめの認知件数：いじめの認知件数の減少をめざす 小学校２４件（前年比１２件減）
中学校１８件（前年比２件増）

全体の認知件数としては減少しているがいじめが
潜在化している可能性も考慮しながら今後も対応
していく。

　・通級指導教室の設置
　　：中学校にも設置をめざし、特性に合った指導ができるようにする

協議中 県に対し教員の派遣を要請している。

（２）生涯学習のまちづくりの充実

　・講座の継続：年間１３講座 ９講座

　・カレッジ登録者数：年間７５名 ６６名

　・受講者数：年間４９０名 １９２名

（３）スポーツ・レクリエーションの振興

　・総合型地域スポーツクラブの継続的な運営 ： 会員数１００名 ５０名

　・総合型地域スポーツクラブ種目数：２種目を維持 ３種目 ダンス、テニス、バドミントン

１０　集落の整備

（１）集落の整備

　・地域運営組織数：１団体以上
企画政策課

実績なし 地域の状況を踏まえ、町としての支援を検討中

１１　地域文化の振興等

（１）地域文化の振興等

　・各団体の活動継続：３０団体を維持

生涯学習課

３２団体 文化協会１６団体、伝統芸能保存会１４団体、婦
人会、平内町子ども会・町連P

１２　再生可能エネルギーの利用の推進

（１）再生可能エネルギーの利用の推進

　・温室効果ガス排出量を削減：平成３０年度比－１０％ 町民課 －１．３ ％ R２年度

１３　その他地域の持続的発展に関し必要な事項

（１）自然環境の保全とエコ（ＥＣＯ）対策の充実

　・環境問題に対する意識啓発：環境問題の共通認識 町広報にて周知活動を実施：７回

　・学習機会の増加：毎年実施 東小学校にてふれあい出前講座を実施 新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ
て、対面では実施せず、資料の提供のみ

健康増進課

学校教育課

生涯学習課

①心を癒すパステルアート
②認知症サポーター養成講座
③ふるさと歴史講座
④放射線の基礎知識
⑤歌って聴いて音楽を楽しむ講座
⑥はじめてのスマホ教室
⑦おうちでできるリンパドレナージュ
⑧シニアのお片付け講座
⑨包む和の文化

生涯学習課

町民課




